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障がい者は、福祉サービスの提供や企業・市民の理解などにより、住み慣れた地域で生き生きと生活している。

E

D

B 障がい者の雇用率

C
2006年度以降、地域生活へ移
行した障がい者の累積人数 ─

50.0A
地域での生活をのぞむ障がい者
が地域でいきいきと暮らしている
割合

32.5％ 36.246.0

2.15

80

％ 2.09

人 21 46

2.132.18

37

２１年度（実績）
２２年度（目標）
　　　　　（実績）

２３年度（目標） ２６年度（目標）成果指標 単位 1９年度（実績）

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

２０年度（実績）

単位

人

人

対象指標

15,926 16,319

２０年度（実績） ２１年度（実績） ２２年度（実績） ２３年度（目標）

18,218

236,461 233,340

16,789

２６年度（目標）

障がい者手帳所持者等,佐賀市民

236,711 239,104 235,692 237,501

15,600障がい者手帳所持者等 15,011

佐賀市人口

平成平成平成平成 年度年度年度年度

作成日

更新日

23232323

2523

小笠原　清美

関　係　課　名

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

分野総合
計画
体系

障がい福祉課地域で安心して生活できる社会の実現

障がい者の自立支援

●今後、障がい者が地域で安心した生活を送るためには、まず地域住民の理解・協力が不可欠となっ
てくる。
　市民アンケート調査の結果、平成２２年度の実績値は目標を下回っているが、更なる充実を図り、平
成２３年度、平成２６年度の目標を総合計画にあわせて、それぞれ４２．５％、５０％とする。
●障がい者雇用率については、平成２２年度の実績値（２．１３％）が目標を達成しているが、厳しい経
済状況を踏まえ、平成２３年度はこの数値を維持し２．１３％とし、平成２６年度は総合計画どおり２．１
５％を数値目標とする。
●地域生活移行者については、現在、総合計画の数値目標を平成２３年度５０人としているが、平成２２
年度実績で既に５９人と達成したため、「佐賀市障がい者プラン」の数値目標で毎年度１０名程度増える
こととしていることから、平成２３年度は６６人とし、平成２６年度については総合計画に合わせて８０人と
設定している。

成果指標設定の
考え方（成果指標

設定の理由）

目標設定の考え方
（平成２６年度）

成果指標の測定
企画（実際にどの
ように実績値を把

握するか）

Ａ　市民アンケート調査
Ｂ　佐賀労働局により毎年実施（佐賀県内企業等の障害者雇用率について）
Ｃ　障がい福祉課で調査

　これまで、自宅での生活が難しい障がい者は、施設に入所する方がほとんどであった。
　しかし、平成１８年に施行した障害者自立支援法において、「地域で生活が可能な方は地域で生活を
する」ということを目的のひとつとしている。
　このため、障がい者の方の地域生活移行を促進し、地域の方の理解により、いきいきとした生活を送
ることができるよう、地域生活に移行した障がい者の累積人数や障がい者の雇用率を成果指標として検
証を行う。
　さらに、障がい者の方が地域移行する際に支えとなる住民の意識を把握するため、「地域での生活を
のぞむ障がい者が地域でいきいきと暮らしている割合」を成果指標として設定する。
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第1章

施　策　名

障がい者は、福祉サービスの提供や企業・市民の理解などにより、住み慣れた地域で生き生きと生活して
いる。

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

1９年度（実績）

40.0

38.8

2.13

2.13

42.5

2.13

66
56

59

１８年度（実績）

13,453

202,983

１８年度（実績）

28.6

2.04



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名： 近隣同規模自治体 ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

【現状】
・ノーマライゼーションの精神のもと、住み慣れた地域で生き生きと生活を送ることができる社会の実現が強く望まれている。
・これを実現していくため、「地域で支える体制づくり」、「住まいの場の確保」、「就労の場を含めた日中活動の場の確保」、「社会参加促進へ
の取組み」に重点をおいた事業を実施している。
・しかし、災害時の対応への不安、住む場所がない、収入の確保ができない、施設・事業所が満員で利用できないなど、地域移行を支える
社会資源が不足している。
・このような現状を踏まえ、より「質の高い、多様なサービスの提供」、「障害者自立支援法や新法等に基づく新しい福祉サービスの情報提
供」など、更なる施策の充実が必要である。
・このほか、新たな障がいである発達障がいについて、ライフステージに応じた一貫した支援ができる体制作りが必要とされている。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

・達成度：前年度、３つの目標数値のうち２つを達成し、残りの項目も目標数値に近いことからほぼ達成とした。
・妥当性：基本的な法令等に基づく事業を引き続き実施していくが、更なる施策の充実を図るため、就労状況の悪化に対応する通所授産施設等
支援員派遣事業や新たな障がいである発達障がい者の支援を行う事業を実施するなど一部事業の見直しを行う。
・経済性：ほとんどが国・県の法令等に基づく事業で、一部市の裁量で事業を実施しているが、成果も向上しており妥当な水準と考える。
・必要性：障がい者数は年々増加傾向にあるため、施策の充実が必要である。

必要性（市民・社会ニーズ） ○ 増加している

一部妥当ではない 妥当ではない

○ 一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

○ 概ね達成 達成していない
評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） 達成している

妥当性（構成事業見直し） 現行の体系でよい

経済性（費用対効果） ○ 妥当な水準である

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

・障がい者の方も地域で生活するというノーマライゼーションの意識の持つ。
・ボランティア活動などに積極的に取り組み、障がいのある人への理解・認識を深める。
・住民は、困っている障がい者を見かけたら、積極的に声をかけ、できる範囲で手助けをする。
・障がい者への就労機会の提供に努める。
・心のバリアフリーへの啓発活動を行う。

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

・障がい者の方が地域で暮らすことを当然のこととして住民に広報し、意識を変えるような取組みを行う。
・障がい者の方に対する障がい福祉ービス等の充実を図る。
・福祉施設や市民活動団体との連携を図る。

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

　現在、根拠法令となっている障害者自立支援法は、今後廃止され新たな根拠法が制定される予定であるが、「障がい者の方が地域で生活していく」と
いう流れは、今後も変わらない。

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか？

・障がい者の中には比較的自由な地域での生活を望まれる方も多く、地域生活のための相談支援などを充実していく。
・入所施設から地域移行される障がい者の方の中には、住まいの場として環境の整ったグループホーム等での生活を望まれる方も多く、住まいの場の
充実を図る必要がある。
・障がい者の方が地域で生活していくためには住民の理解が必要であり、引き続き市民への啓発を行う必要がある。
・安定的な収入を確保するため雇用など就労支援の充実や、地域生活をより快適におくるため給付内容の充実を図るべきとの意見がある。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

地域移行を促進するにあたり、居住の場
を確保するため市単独のグループホーム
等開設補助制度、就労支援のため就労専
門相談員の配置、相談支援体制の充実を
図るため、３障がい対応の専門相談員配
置、４箇所の相談窓口を設置など、近隣
同規模市には見られない取組みを行って
いる。

ほとんどの事業が国・県の制度により法
令に基づく事業であるが、一部には市町
村の裁量でできる事業があることから、裁
量は余地はどちらかといえば小さい。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。

「措置制度」から、平成15年度「支援費制
度」に、平成18年に「障害者自立支援法」
が施行され、障がい者の方サービスや事
業所を選択できるようになり、本人の生活
に応じたサービス提供ができるようになっ
た。また、障害者自立支援法では就労系
のサービスも拡充され、施設・事業所等も
充実してきた。



●次年度方向性の考え方

減少 維持 増加

事　務　事　業　の　コ　ス　ト

維持

減少

盲導犬飼育助成事業
障害者体育大会の開催
視覚障害者等情報支援緊急基盤整備事業

事務事業の成果向上余地

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

グループホーム等開設補助事業
障害児夏休み教室補助事業
通所授産施設等支援員派遣事業
移動支援事業
地域活動支援センター事業
日中一時支援事業
コミュニケーション支援事業
福祉ホーム事業
施設入所者就職支度金給付事業
通所サービス利用促進事業

発達障がい者支援事業
介護給付･訓練等給付事業
障害者相談支援事業

事
務
事
業
の
成
果

向上

障がい者団体等補助金
障がい者福祉事業補助金
障害者訪問入浴サービス事業
障害者体育大会の開催
更生訓練費給付事業
新事業移行促進事業
事務処理安定化支援事業
就労系事業利用に向けたアセスメント実施連携事業
視覚障害者等情報支援緊急基盤整備事業

難病患者等居宅生活支援経費
小児慢性特定疾患日常生活用具給付支援事業
盲導犬飼育助成事業
特別障害者手当等支給事業
重度心身障害者医療費助成事業
福祉タクシー利用助成事業
自立支援医療給付事業
補装具費支給事業
療養介護医療費給付事業
障害程度区分認定審査経費事業
日常生活用具給付事業
奉仕員養成研修事業
自動車運転免許取得･自動車改造助成事業
成年後見制度利用支援事業
生活サポート事業
地域移行支度経費支援事業

小

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

発達障がい者支援事業
介護給付･訓練等給付事業
障害者相談支援事業
地域活動支援センター事業
日中一時支援事業

グループホーム等開設補助事業
通所授産施設等支援員派遣事業
障害児夏休み教室補助事業
移動支援事業
コミュニケーション支援事業
福祉ホーム事業
通所サービス利用促進事業
施設入所者就職支度金給付事業

自動車運転免許取得･自動車改造助成事業
奉仕員養成研修事業
成年後見制度利用支援事業

特別障害者手当等支給事業
重度心身障害者医療費助成事業
福祉タクシー利用助成事業
自立支援医療給付事業
補装具費支給事業
障害程度区分認定審査経費事業
日常生活用具給付事業
地域移行支度経費支援事業

難病患者等居宅生活支援経費
小児慢性特定疾患日常生活用具給付支援事業
療養介護医療費給付事業
生活サポート事業

・障がい者の方が住みなれた地域で活き活きとした生活を送ることができるような社会環境づくりが必要である。
・このため「地域で支える体制づくり」、「就労の場の確保」、「住まいの場の確保」、「社会参加促進への取組み」に重点をおいた事業を実施
する。
・「地域で支える体制づくり」としては、障がい者の方が生涯にわたり地域で安心して生活できるよう必要な情報の提供（特に平成２３年度は
災害時への対応など）等ができる相談支援事業を充実させ、あわせて適切なサービスとして介護給付・訓練等給付事業を進める。
・「就労の場の確保」としては、訓練等給付事業、通所授産施設等支援員派遣事業などにより、就労支援を実施していく。
・「住まいの場の確保」については、グループホーム等開設補助や福祉ホーム事業などを通じて取り組む。

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３
７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

【取り組むべき課題】

　○主な課題
　　・障がい者の自立に寄与する質の高い、多様なサービスを給付する。⇒介護給付・訓練等給付事業
　　・障がい者の要望、悩みを聞き、サービスの調整や制度の周知を図る。⇒障害者相談支援事業
　　・障がい者が地域で自立し、安定した生活を送ることを可能にするために、日中活動の場の充実を図る。
　　　　　　　　　　⇒訓練等給付事業、通所授産施設等支援員派遣事業、地域活動支援センター事業、日中一時支援事業
　　・入所施設から地域に移行するための安全な住まいを確保する。⇒グループホーム等開設補助事業、福祉ホーム事業
　　・発達障がい者等について、ライフステージに応じた一貫した支援を行う。⇒発達障がい者支援事業

大 中 小

障がい者団体等補助金
障がい者福祉事業補助金
障害者訪問入浴サービス事業
更生訓練費給付事業
新事業移行促進事業
事務処理安定化支援事業
就労系事業利用に向けたアセスメント実施連携事業

大

中



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

　■実績水準総合評価 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）
（28点満点）

・18年度評価 17.84 ・実績水準総合評価（28点満点） 17.32

・重要度総合評価（14点満点） 10.50

・19年度評価 17.73 ・今後のコスト水準（10点満点） 6.32

・市の裁量余地の大小（10点満点） 5.21

・20年度評価 18.19

※経営戦略会議調整

・21年度評価 19.90    なし（採点結果どおり）

・22年度評価 16.32 参考：H23方針

成果維持・コスト維持

　■平成２４年度方針

平成２０年度実績

38

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　　　④　　　/　                   　）

項　　目

13,710

893

3,064,434

213,598

効率性指標

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

212,779

3,501,890

13,955

213,837

3,780,433

15,017

平成２１年度実績

3,278,032

12,816

平成２２年度実績

30

3,289,111

38

3,566,596

900

15,918

903

14,858

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/                      　　）

同
⑥人件費（定義式：　　　　　③　　　/　　                  　　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


